
第３４期決算公告

（単位：千円）

金　　額 金　　額

1,178,313 502,341 

95,194 147,465 

784 40,388 

554,303 38,878 

28,862 8,549 

20,660 9,823 

11,937 131,716 

1,995 18,957 

3,217 6,425 

457,300 100,010 

4,056 125 

367,149 168,626 

230,845 168,410 

17,592 216 

6,332 

69,944 

0 

136,977 670,967 

2,605 874,495 

413 100,000 

2,192 

133,697 774,495 

9,000 25,000 

5,537 749,495 

117,174 749,495 

1,986 

874,495 

1,545,462 1,545,462 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示している。

資 産 合 計 負債及び純資産合計

長 期 前 払 費 用 その他利益剰余金

繰 延 税 金 資 産 繰越利益剰余金

そ の 他

純 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券 利 益 準 備 金

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品 負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

無 形 固 定 資 産 株 主 資 本

商 標 権 資 本 金

電 話 加 入 権

投資その他の資産 利 益 剰 余 金

機 械 及 び 装 置

そ の 他 そ の 他

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

建 物 そ の 他

構 築 物

前 払 金 前 受 金

前 払 費 用 預 り 金

預 け 金 賞 与 引 当 金

商 品 未 払 法 人 税 等

仕 掛 品 未 払 事 業 所 税

貯 蔵 品 未 払 消 費 税 等

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

電 子 記 録 債 権 未 払 金

売 掛 金 未 払 費 用

科　　目 科　　目

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

（令和３年３月３１日現在）

　香川県高松市屋島西町２１０９番地８

令和3年6月29日   　　株式会社四国総合研究所
   　 　  代表取締役社長 松本 真治

貸　借　対　照　表



Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のないもの 移動平均法による原価法

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

イ. 商 品 移動平均法による原価法
米エキス製品は個別法による原価法

ロ. 仕 掛 品 個別法による原価法

ハ. 貯 蔵 品 移動平均法による原価法

なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定する。

　２．固定資産の減価償却の方法

(１) 定率法

(２) 定額法

　３．引当金の計上基準

(１) 　金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上している。

(２) 　従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担
すべき支給見込額を計上している。

(３) 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ
る退職給付債務見込額に基づき計上している。

　４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(１) 消費税等の処理方法 税抜方式によっている。

(２) 連結納税制度の適用 　当社は親会社である四国電力(株)を連結親法人とした
連結納税制度を適用している。

(３) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、｢所得税法等の一部を改正する法律」(令和2年法律第8号) において創設された
グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直
しが行われた項目については、｢連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効
果会計の適用に関する取扱い」(実務対応報告第39号 令和2年3月31日) 第3項の取扱いに
より、｢税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号 平成30年
2月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正
前の税法の規定に基づいている。

Ⅱ.当期純損益

 当期純利益　　５３,３９０千円

注記事項

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金


